
福島県企業内子育て支援施設整備事業費補助金交付要綱 
 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、企業内子育て支援施設整備事業費補助金（以下「補助金」という。）

の交付について必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 県は、企業が従業員の子どもを預かる保育施設等を整備することにより、安心して

働き続けられる環境を実現し、男女が共に働きやすい職場づくりを推進することを目的と

し、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規

則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で交付するものとする。 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業と

し、補助事業の対象者（以下「補助対象者」という。）、補助対象経費、補助率及び補助限

度額等は別表に定めるとおりとする。なお、補助金の交付決定のあった年度の３月３１日

までに補助対象者が整備を完了するものとする。 

 (1) 企業内保育所整備事業Ⅰ型 

企業主導型保育事業費補助金実施要綱（平成２９年４月２７日付け府子本第３７０号

雇児発０４２７第２号。以下「実施要綱」という。）第３による企業主導型保育事業に

おける施設の創設、増築、増改築、改築又は大規模修繕等の実施に伴い必要となる事業 

 (2) 企業内保育所整備事業Ⅱ型（単独型） 

新たに企業内保育所を整備するために必要な施設の改修、修繕、備品購入などの事

業 

 (3) 企業内保育所整備事業Ⅱ型（共同利用型） 

   複数の企業等が共同で新たに企業内保育所を整備するために必要な施設の改修、修

繕、備品購入などの事業（ただし、共同利用する全ての企業等が共同利用に係る費用

負担等に関する協定等を締結する場合に限る。） 

 (4) 企業内キッズスペース整備事業 

従業員が社内で子どもを見守りながら働くことができるキッズスペースを新たに整

備するために必要な施設の改修、修繕、備品購入などの事業 

（交付の申請）  

第４条 補助対象者が補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（様式第１

号）及び次に掲げる書類を添えて知事に申請するものとする。 

(1) 事業計画書（様式第１号－１－１又は様式第１号－１－２） 

(2) 申請額算出内訳書（様式第１号－２－１又は様式第１号－２－２） 

(3) 事業収支予算書（様式第１号－３） 

(4) その他知事が必要と認める書類 

２ 補助対象者は、交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費

税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た

金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して申請しなければならな

い。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この

限りでない。 

（交付の決定）  

第５条 知事は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る内容を審査し、そ

の他必要に応じて現地調査を行い、補助金交付の可否について補助金交付決定通知書（様

式第２号）により申請者に通知するものとする。 



 

（債権譲渡の禁止）  

第６条 交付の決定を受けた者は、補助事業によって生じる権利の全部又は一部を第三者に

譲渡し、又は継承させてはならない。また、補助事業により整備した施設及び設備の財産

処分期間については、国の定める法定耐用年数に準じるものとし、当該期間が経過するま

で目的外の使用及び他者への譲渡をしてはならない。 

(申請の取下げ) 

第７条 補助対象者が交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があることにより、

補助金の交付申請を取り下げようとするときは、補助金の交付決定の通知を受理した日か

ら起算して１０日以内に、知事に補助金交付申請取下げ書(様式第３号)を提出しなければ

ならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は、

なかったものとみなす。 

（補助事業の遂行） 

第８条 補助対象者は、補助金の交付の決定の内容（次条に基づく承認をした場合は、その

承認された内容。以下同じ。）及びこれに付された条件その他この要綱に基づく知事の処

分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければならず、補助金を他の用

途に使用してはならない。 

（計画の変更の承認） 

第９条 補助対象者は、補助事業の内容及び経費の変更をしようとするときは、あらかじめ

事業変更（中止・廃止）承認申請書(様式第４号)を知事に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。ただし、軽微な変更については、この限りではない。 

２ 前項ただし書に規定する軽微な変更とは、次のとおりとする。 

(1) 助成目的の達成に支障を来すことのない事業計画の一部の変更 

(2) 第５条により交付決定された補助金の額に影響を及ぼさない範囲内の、補助対象経費

総額の２０％以内の減額 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助対象者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、事業変更（中止・

廃止）承認申請書(様式第４号)を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（補助事業遅延の報告) 

第１１条 補助対象者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

場合、又はその遂行が困難となった場合は、知事に速やかに報告し、その指示を受けなけ

ればならない。 

（事業の実績報告） 

第１２条 補助対象者が事業の実績報告をしようとするときは、実績報告書（様式第５号）

及び次に掲げる書類を添えて知事に提出するものとする。 

(1) 事業実績報告書（様式第５号－１－１又は様式第５号－１－２） 

(2) 実績額算出内訳書（様式第５号－２－１又は様式第５号－２－２） 

(3) 事業収支決算（見込）書（様式第５号－３） 

(4) その他知事が必要と認める書類 

２ 補助対象者は、補助事業が完了した日から３０日を経過する日又は補助金の交付決定の

あった年度の３月末のいずれか早い日までに、実績報告書を知事に提出しなければならな

い。 

３ 補助対象者は、実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明ら

かな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 (補助金の額の確定等) 

第１３条 知事は前条の報告を受けた日から３０日以内に報告書等の書類の審査及び必要

に応じて現地調査等を行うものとし、その報告に係る補助事業の実施成果が、補助金の交



付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額

を確定し、補助金額確定通知書(様式第６号)により補助対象者に通知するものとする。 

（補助金の支払い） 

第１４条 補助対象者は、前条の規定による通知があったときは、補助金交付請求書（様式

第７号）により知事に対して補助金の支払いを請求するものとする。 

２ 知事は、前項の請求があったときは、その日から３０日以内に支払うものとする。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１５条 補助金の交付を受けた者は、実績報告時において補助金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかでないものについて、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告に

より当該消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税等仕入控除税額確

定報告書（様式第８号）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告書の提出があった場合には、返還命令書（様式第９号）により当該

消費税等仕入控除税額に相当する額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付

がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５％ 

の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（交付の取消等） 

第１６条 知事は補助金の交付を受けた者が次の各号の一に該当するときは、補助金を交付

せず若しくは減額し、又は全部若しくは一部を期限を定めて返還を命ずることがある。 

(1) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(2) 補助金を目的外に使用したと認められるとき。 

(3) 補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。 

(4) 補助事業の変更若しくは中止又は事業の遂行の見込みがないとき。 

(5)その他この要 綱に違反したとき。 

２ 第１５条第３項の規定は、前項の返還の規定に準用する。 

（関係書類の整備） 

第１７条 補助対象者は、助成事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整

備し、第１３条の通知を受けた日から、５年間保存しなければならない。 

（所掌） 

第１８条 この要綱に関する事務は、商工労働部商工労働総室雇用労政課において所掌する。 

（その他必要な事項） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１７日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年８月２４日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年７月９日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和２年１２月１１日から施行する 


